泊村法人村民税法人税割の税率改正について
（令和元年１０月１日以降に開始となる事業年度用）

泊村税条例の改正により、法人村民税法人税割の税率が引き下げられます。

○法人村民税法人税割の税率改正（泊村分）

泊村は、改正前の法人割税率は制限税率を適用しており、改正後も下記のとおり税率引き下げ後の制限税率を適用します。

	区　分
	現　行
	改正後

	制限税率
	１２．１％
	８．４％


○上記改正に伴う、初年度の中間（予定）申告税率についての経過措置

中間（予定）申告税率について令和元年１０月１日以降に開始する最初の事業年度の法人税割額については、下記のとおりとなります。

	事業開始年度
	中間（予定）申告税額

	令和元年９月３０日まで
	前事業年度の法人税割額×4.7/前事業年度の月数

	令和元年１０月１日以降
	前事業年度の法人税割額×3.7/前事業年度の月数


※令和元年１０月１日以降に開始する最初の事業年度の予定申告額については、事務所を有していた月数に応じて、計算した均等割額（６ヶ月の場合は２分の１）と、前事業年度の法人税割額×(３．７/前事業年度の月数)との合計額になります。
○均等割税率について

泊村の均等割の税率について変更はなく下記のとおりとなります。

	法人の区分
	均等割額
	区分

	資本金等の金額
	従業員数
	
	

	50億円超
	50人を超えるもの
	年額
	3,000,000円
	第9号

	
	50人以下のもの
	年額
	410,000円
	第7号

	10億円超～50億円以下
	50人を超えるもの
	年額
	1,750,000円
	第8号

	
	50人以下のもの
	年額
	410,000円
	第7号

	1億円超～10億円以下
	50人を超えるもの
	年額
	400,000円
	第6号

	
	50人以下のもの
	年額
	160,000円
	第5号

	１千万円超～１億円以下
	50人を超えるもの
	年額
	150,000円
	第4号

	
	50人以下のもの
	年額
	130,000円
	第3号

	１千万円以下
	50人を超えるもの
	年額
	120,000円
	第2号

	上記以外の法人等
	年額
	50,000円
	第1号


